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る理論体系が RBV（Resource Based View of the Firm＝資源ベースの戦略論）である
（Powell,2001;Newbert, 2007）。RBV では、個別製品の差別化ではなく、企業が固有にもつ有形無
形の資源と、それを活用する能力やプロセスに注目する。つまり、企業固有に構築された市場で

















複雑性や暗黙性の高さ（McEvily and Chakravarthy,  2002）や、因果関係の曖昧さ（Lippman and 











た。両氏を通して、全社にわたる主要な技術者（主に 15 年以上勤務している課長クラス）150 名と





















れらの変数と質問事項を表 1 にまとめている。 
各変数は、２つの質問項目の平均によって測定した。質問は 5 点のリッカートスケールである。各
変数を構成する２つの質問項目間の相関はすべて 0.5 以上で、内部妥当性に問題はない。  
表 1  構成概念（変数）と測定方法（質問項目） 






















顧客ニーズに合致させる能力  顧客ニーズへの対応能力 





企業１=1 企 業2=0 のダミー変数 
 
表 2 に重回帰分析の結果を示している（平均と標準偏差、および相関係数は付図表 3 を参照）。
モデル 2 で、組織能力の積み重ねを入れると、ベースモデル（モデル１）と比較して決定係数（Ｒ2
乗）は 0.13 から 0.31 へ大幅に上昇する。特に、組織能力の積み重ねは１％レベルで有意であり、
5％レベルで有意な特許・業界標準の保有よりも、業績への影響が強いことがわかる。 
 表 2  業績への貢献に関する重回帰分析 
係数 ｔ 係数 ｔ
定数 - 6.33 - 3.48
組織能力の積み重ね 0.44 4.51 ***
特許・業界標準の保有 0.20 1.81 * 0.17 1.66 *
資源の投入　 0.07 0.65 0.07 0.83
顧客ニーズへの対応能力 0.21 1.85 * 0.13 1.23
家電関連 0.16 1.39 0.13 1.30







***1％有意  **5%有意  *10%有意   
 
特許・業界標準よりも、組織能力の積み重ねの方が、競争力や高い業績の持続のためには貢献





































表 3  「組織能力の積み重ね」の中身 
  変数  質問項目  相関係数 








































むよりも長時間かける方が効果は大きい(Dierickx  and Cool, 1989)。この意味においても、競合
企業の技術者が短期間で学習を積み重ね、同様な学習成果を達成するのは不可能である。 
第二に、製造設備や実験機器である。技術のブラックボックス化にとって最も効果的なのが改善
を積み重ねた独自の製造設備である（Hatch and Mowery, 1998）。過去の実験データやノウハウ
が多く反映された実験機器も同様に重要である。これらは、企業内の製造と開発の「プロセス」に
関する組織能力である。生産設備や実験機器のような企業内部のプロセス関連技術はうまくマネ























































ある。図 3 に示しているように、技術発展は通常Ｓカーブで表される（Foster, 1986）。ここで、ライフ
サイクルの後期に、技術発展（機能向上）が進まなくなるのは、技術的・物理的な限界に近づくだ








































































































































































つまり、図 6 に示すように、深層の付加価値創造である。 
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出所  財務省法人企業統計から筆者作成 















出所  延岡・伊藤・森田（2006）  ＧＦＫジャパン社データ（神戸大学依頼）より作成 
 
付図表 3  平均・標準偏差と相関係数 
   平均 S.D. 1   2   3   4   5  
1  業績への貢献  4.17 0.77  1.00   
2  組織能力の積み重ね  3.53 0.84  0.46  1.00   
3  特許・業界標準の保有  2.70 1.13  0.39  0.14 1.00   
4  資源の投入  3.06  0.83 0.02  -0.18 0.06 1.00     
5  顧客ニーズへの対応能力  3.19  1.15 0.26 0.30 0.25  -0.09    1.00 
  太字が１％で統計的に有意         
 
 
（本稿は、延岡（2006a）、延岡（2006b）および延岡（2007）の内容を部分的に基盤としているので、
文章や概念の中には、それらと重複したものが含まれている。） 
 